７　変形労働時間制に関する規定
第○条（一カ月単位の変形労働時間制）

１．毎月16日を起算日とする一カ月単位の変形労働時間制とし、所定労働時間は１カ月を平均して１週間40時間以内とする。

２．各勤務シフトにおける各日の始業時刻と終業時刻及び休憩時間は、次のとおりとする。

　　【早番】始業8:00　終業17:00　休憩時間11:00より１時間

　　【中番】始業9:00　終業18:00　休憩時間12:00より１時間

　　【遅番】始業10:00　終業19:00　休憩時間13:00より１時間

　　【特番】始業9:00　終業19:00　休憩時間12:00より１時間

３．各従業員の勤務シフトは、起算日の１週間前までにシフト表として従業員に通知する。

４．時間外労働となるのは次の各号の時間とする。

(1)　１日については、前項により８時間を超える時間を定めた場合にはその時間、それ以外の日は８時間を超えて労働した時間

(2)　１週間については、前項により40時間を超える時間を定めた週はその時間、それ以外の週は40時間を超えて労働した時間。ただし、(1)で時間外労働となる時間を除く。

(3)　変形期間については、変形期間における法定労働時間の総枠を超えて労働した時間。ただし、(1)又は(2)で時間外労働となる時間を除く。

第○条（一年単位の変形労働時間制）

１．一年単位の変形労働時間制を適用する従業員の所定労働時間は、一年単位の変形労働時間制に関する労使協定で定めた起算日から１年間（対象期間）を平均して１週間当たり40時間以内とする。

２．前項における従業員の始業時刻及び終業時刻は、会社が毎年、労使協定で定めた起算日の30日前までに作成し各従業員に通知する年間勤務カレンダーによるものとする。

３．前項の年間勤務カレンダーは、１年を通常期間と特定期間に区分し、それぞれの始業時刻・終業時刻及び休憩時間は次のとおりとする。

(1)　通常期間（１日７時間30分）

始業9:00　　終業17:30　　休憩時間12:00より１時間

(2)　特定期間（１日８時間30分）

始業9:00　　終業18:30　　休憩時間12:00より１時間

第○条（一週間単位の非定型的変形労働時間制）

１．会社は、労使協定を締結の上、１週40時間の範囲内で、各日の労働時間が異なる勤務を命じることができる。この場合の労働時間については、当該労使協定の定めるところにより、前週の末日までに当該週の労働時間を書面で各人ごとに通知するものとする。

２．変形期間中の始業・終業時刻は、所定労働時間１日10時間の範囲内において、各人ごとに定めるものとする。

第○条（フレックスタイム制）

１．会社が必要と認めた場合には、労使協定を締結し、毎月１日を起算日とするフレックスタイム制を実施することができる。この場合において、始業及び終業時刻並びに休憩時間（正午から午後４時までのうちの１時間とする。）は、次項に定める範囲で従業員の決定に委ねるものとする。

２．始業及び終業の時刻を従業員の決定に委ねる時間帯（以下「フレキシブル・タイム」という。）並びに勤務しなければならない時間帯（以下「コア・タイム」という。）は次のとおりとする。

(1)　フレキシブル・タイム

始業　8:00から10:00まで

終業　16:00から20:00まで

(2)　コア・タイム

10:00から16:00

３．前項の規定にかかわらず、フレックスタイム制を適用する従業員の始業時刻及び終業時刻は、フレックスタイム制に関する労使協定に定める事項により変更することがある。

４．第２項のフレキシブル・タイム以外の時間帯に出社又は退社しようとするときは、あらかじめ所属長の許可を受けなければならない。

５．本条の対象者の範囲、清算期間、清算期間における総労働時間、標準となる１日の労働時間、その他の事項については労使協定で定めるものとする。

６．フレックスタイム制実施期間中であっても、緊急性若しくは業務上の必要性の高い会議、出張、打合せ又は他部署や他社との連携業務がある場合には、出社、出張等を命ずることができる。

７．本条のフレックスタイム制は、部門又は対象従業員を限定して実施することができる。
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